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北九州市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例をここに公布する。 
令和８年１０月１６日 

                    北九州市長 武 内 和 久   
北九州市条例第２６号 

北九州市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例 
 北九州市認可地縁団体印鑑条例（平成７年北九州市条例第５号）の一部を次

のように改正する。 
 第１１条中「第１９条第１項第１号ト」を「第１８条の３第１項第７号」に

改める。 
   付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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北九州市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 
令和８年１０月１６日 

                    北九州市長 武 内 和 久   
北九州市条例第２７号 

北九州市手数料条例の一部を改正する条例 
 北九州市手数料条例（平成１２年北九州市条例第１０号）の一部を次のよう

に改正する。 
 別表第１４０号の３３中「第３９条の２２第１項」を「第３９条の１１第１

項」に改める。 
   付 則 

この条例は、令和８年１２月２１日から施行する。 
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北九州市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正す

る条例をここに公布する。  
令和８年１０月１６日  

                    北九州市長 武 内 和 久   
北九州市条例第２８号  

北九州市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一  
   部を改正する条例  
 （北九州市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）  
第１条 北九州市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４

年北九州市条例第６４号）の一部を次のように改正する。  
第１３条の次に次の１条を加える。  
（児童対象性暴力等の防止）  

第１３条の２ 児童福祉施設（助産施設、児童厚生施設（児童館を除く。）

及び児童家庭支援センターを除く。）の設置者は、法第４５条第７項にお

いて準用する法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴

力等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の

防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項

に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止

し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に児童を適切に保護するため、

児童等対象業務従事者（児童と接する業務に従事する者のうち、支配性、

継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該児童に接するものをいう。）に係

る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）そ

の他の必要な措置を講じなければならない。  
（北九州市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基

準に関する条例の一部改正）  
第２条 北九州市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営  

の基準に関する条例（平成２６年北九州市条例第５０号）の一部を次のよう

に改正する。  
第４条の２の次に次の１条を加える。  
（児童対象性暴力等の防止）  

第４条の３ 幼保連携型認定こども園の設置者は、法第１３条第６項におい

て準用する法第６条の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及

び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に

関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象性

暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、及び児童対象性暴
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力等が行われた場合に園児を適切に保護するため、児童等対象業務従事者

（園児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のあ

る環境の下で当該園児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法

第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講

じなければならない。  
 第６条第２項中「３５人」を「３０人」に改める。  
 第７条第１項及び同条第３項の表の備考第１項中「指導保育教諭」の次に  
「、主務保育教諭」を加え、同条第５項第２号中「主幹養護教諭」の次に「

、主務養護教諭」を加える。  
 第１４条後段並びに第１５条第１項の表の第６条第１項の項及び同条第２

項後段中「第１４条第６項」を「第１４条第７項」に改める。  
（北九州市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正  

 ）  
第３条 北九州市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成

２６年北九州市条例第５３号）の一部を次のように改正する。  
  第１３条を次のように改める。  

（児童対象性暴力等の防止）  
第１３条 家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において準用す

る法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校

設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のた

めの措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する

児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、及び児

童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護するため、児童

等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支配性

、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう

。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をい

う。）その他の必要な措置を講じなければならない。  
 （北九州市認定こども園の認定要件に関する条例の一部改正）  
第４条 北九州市認定こども園の認定要件に関する条例（平成２６年北九州市

条例第６３号）の一部を次のように改正する。  
第５条第２項後段中「３５人」を「３０人」に改める。  
第１１条に次の１項を加える。  

１５ 認定こども園の設置者は、法第６条の規定に基づき、児童対象性暴力

等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防

止等のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に
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規定する児童対象性暴力等をいう。以下この項において同じ。）を防止し

、及び児童対象性暴力等が行われた場合に子どもを適切に保護するため、

児童等対象業務従事者（子どもと接する業務に従事する者のうち、支配性

、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該子どもに接するものをいう。）

に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。

）その他の必要な措置を講じなければならない。  
 （北九州市乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部改

正）  
第５条 北九州市乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準に関する条例（令

和７年北九州市条例第１７号）の一部を次のように改正する。  
  第１３条の次に次の１条を加える。  

（児童対象性暴力等の防止）  
第１３条の２ 乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第４項において

準用する法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等

（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止

等のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規

定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、

及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護するため

、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、

支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するもの

をいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確

認をいう。）その他の必要な措置を講じなければならない。  
付 則  

 （施行期日）  
１ この条例は、令和８年１２月２５日から施行する。ただし、第２条中北九

州市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関

する条例第６条第２項、第７条第１項、同条第３項の表及び同条第５項第２

号、第１４条並びに第１５条第１項の表及び同条第２項の改正規定並びに第

４条中北九州市認定こども園の認定要件に関する条例第５条第２項の改正規

定は、公布の日から施行する。  
（経過措置）  

２ この条例の公布の際現に存する認定こども園における１学級の子どもの数

については、第４条の規定による改正後の北九州市認定こども園の認定要件

に関する条例第５条第２項の規定にかかわらず、令和１４年３月３１日まで

は、なお従前の例によることができる。  
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 北九州市一時保護委託者の登録等の基準に関する条例をここに公布する。 
令和８年１０月１６日 

                    北九州市長 武 内 和 久 
北九州市条例第２９号 

北九州市一時保護委託者の登録等の基準に関する条例 
（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」と

いう。）第３４条の２２第２項の規定に基づき、一時保護委託者の登録等に

関する基準を定めるものとする。 
 （用語） 
第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例によ

る。 
（一般原則） 

第３条 登録一時保護委託者は、入所している児童の権利に十分配慮するとと

もに、一人一人の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。 
２ 登録一時保護委託者は、入所している児童の国籍、信条、社会的身分等に

よって、差別的取扱いをしてはならない。 
３ 登録一時保護委託者は、法第３３条第１項又は第２項に規定する一時保護

の目的を達成するために必要な設備を設けなければならない。 
（登録等に関する基準） 

第４条 前条及び次条に定めるもののほか、一時保護委託者の登録等に関する

基準は、法第３４条の２２第３項に規定する内閣府令で定める基準によるも

のとする。 
（暴力団員等の排除） 

第５条 登録一時保護委託者は、次の各号のいずれかに該当してはならない。 

（１） 当該登録一時保護委託者（その者が法人である場合にあっては、そ

の役員等（法第３４条の１５第３項第４号ニに規定する役員等をいう。第

４号において同じ 。）） 又は当該登録一時保護委託者が一時保護を行う施

設（以下この条において「登録一時保護委託施設」という。）の管理者が 

、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」

という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（次号及

び第３号においてこれらを「暴力団員等」という。）であること。 

（２） 暴力団員等をその登録一時保護委託施設の業務に従事させ、又は当

該業務の補助者として使用していること。 
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（３） 暴力団員等によりその登録一時保護委託施設の運営が支配を受けて

いると認められること。 

（４） 当該登録一時保護委託者（その者が法人である場合にあっては、そ

の役員等を含む。次号において同じ。）又は当該登録一時保護委託施設の

管理者が、福岡県暴力団排除条例（平成２１年福岡県条例第５９号。以下

この条において「県条例」という。）第２３条第１項の規定により県条例

第２２条第１項の勧告（県条例第１５条第２項、第１７条の３、第１９条

第２項又は第２０条第２項の規定に違反する行為に係るものに限る。）に

従わなかった旨の公表をされ、当該公表をされた日から起算して２年を経

過していないこと。 

（５） 当該登録一時保護委託者又は当該登録一時保護委託施設の管理者が 

 、県条例第２５条第１項第３号に該当することにより拘禁刑若しくは罰金

の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった

日から起算して５年を経過していないこと。 

 （委任） 
第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 
   付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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 北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。  
  令和８年１０月１６日  

北九州市長 武 内 和 久   
北九州市条例第３０号  

北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正 

する条例  
 北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例（昭和４７年北九州市条

例第６号）の一部を次のように改正する。  
別表第１の農家年長者創作活動施設の項を削る。  
  付 則  

 この条例は、公布の日から施行する。  
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北九州市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正

する条例をここに公布する。 

令和８年１０月１６日 

                    北九州市長 武 内 和 久   

北九州市条例第３１号 

北九州市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の 

一部を改正する条例 

北九州市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成４年北

九州市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

第８条本文中「又は隣地境界線」を「、隣地境界線又は地区整備計画区域の

区域境界線（以下「道路境界線等」という。）」に改める。 

別表第２中 

 

建 築 物 の 外 壁 等 の 面 か ら 道 路

境 界 線 又 は 隣 地 境 界 線 ま で の

距 離 の 最 低 限 度  

 

建 築 物 の 外 壁 等 の 面 か ら 道 路

境 界 線 等 ま で の 距 離 の 最 低 限

度  

 

改め、同表の曽根地区地区整備計画区域の項中 

 

次 に 掲 げ る 建 築 物 以 外 の も の  

（ １ ）  共 同 住 宅 （ 地 区 整 備 計 画

区 域 内 で 業 務 に 従 事 す る 者 又 は

医 療 ・ 生 活 Ａ 地 区 内 若 し く は 医

療 ・ 生 活 Ｂ 地 区 内 の 学 校 に 通 学

す る 者 の 居 住 の 用 に 供 す る も の

に 限 る 。 ）  

（ ２ ）  寄 宿 舎 （ 老 人 福 祉 法 第 ５

条 の ２ 第 ６ 項 に 規 定 す る 認 知 症

対 応 型 老 人 共 同 生 活 援 助 事 業 若

し く は 障 害 者 総 合 支 援 法 第 ５ 条

第 １ ８ 項 に 規 定 す る 共 同 生 活 援

助 の 用 に 供 す る も の 又 は 地 区 整

備 計 画 区 域 内 で 業 務 に 従 事 す る

者 若 し く は 医 療 ・ 生 活 Ａ 地 区 内

若 し く は 医 療 ・ 生 活 Ｂ 地 区 内 の

学 校 に 通 学 す る 者 の 居 住 の 用 に

供 す る も の に 限 る 。 ）  

（ ３ ）  学 校 、 図 書 館 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る も の  

（ ４ ）  研 修 所 又 は 研 究 所  

（ ５ ）  老 人 ホ ー ム 、 保 育 所 、 福

祉 ホ ー ム そ の 他 こ れ ら に 類 す る  

を 

に 

「 

」 

「 

」 

「 
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 も の  

（ ６ ）  診 療 所 又 は 病 院  

（ ７ ）  老 人 福 祉 セ ン タ ー 、 児 童

厚 生 施 設 そ の 他 こ れ ら に 類 す る

も の  

（ ８ ）  薬 局 の 用 途 に 供 す る も の

で そ の 用 途 に 供 す る 部 分 の 床 面

積 の 合 計 が ３ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル

以 内 の も の  

（ ９ ）  事 務 所 そ の 他 こ れ に 類 す

る 用 途 に 供 す る も の で そ の 用 途

に 供 す る 部 分 の 床 面 積 の 合 計 が

１ ， ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の

も の  

（ １ ０ ）  巡 査 派 出 所 、 公 衆 電 話

所 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 公 益 上

必 要 な 建 築 物  

（ １ １ ）  前 各 号 の 建 築 物 に 付 属

す る も の  

次 に 掲 げ る 建 築 物 以 外 の も の  

（ １ ）  共 同 住 宅 （ １ 階 部 分 を 事

務 所 、 店 舗 そ の 他 こ れ ら に 類 す

る 用 途 に 供 す る も の に 限 る 。 ）  

（ ２ ）  寄 宿 舎 （ 老 人 福 祉 法 第 ５

条 の ２ 第 ６ 項 に 規 定 す る 認 知 症

対 応 型 老 人 共 同 生 活 援 助 事 業 若

し く は 障 害 者 総 合 支 援 法 第 ５ 条

第 １ ８ 項 に 規 定 す る 共 同 生 活 援

助 の 用 に 供 す る も の 又 は 地 区 整

備 計 画 区 域 内 で 業 務 に 従 事 す る

者 若 し く は 医 療 ・ 生 活 Ａ 地 区 内

若 し く は 医 療 ・ 生 活 Ｂ 地 区 内 の

学 校 に 通 学 す る 者 の 居 住 の 用 に

供 す る も の に 限 る 。 ）  

（ ３ ）  学 校 、 図 書 館 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る も の  

（ ４ ）  研 修 所 又 は 研 究 所  

（ ５ ）  老 人 ホ ー ム 、 保 育 所 、 福

祉 ホ ー ム そ の 他 こ れ ら に 類 す る

も の  

（ ６ ）  公 衆 浴 場  

（ ７ ）  診 療 所 又 は 病 院  

（ ８ ）  老 人 福 祉 セ ン タ ー 、 児 童

厚 生 施 設 そ の 他 こ れ ら に 類 す る

も の  

（ ９ ）  店 舗 、 飲 食 店 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る 用 途 に 供 す る も の で

そ の 用 途 に 供 す る 部 分 の 床 面 積

の 合 計 が ３ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト

ル 以 内 の も の  

（ １ ０ ）  事 務 所 そ の 他 こ れ に 類

す る 用 途 に 供 す る も の で そ の 用

途 に 供 す る 部 分 の 床 面 積 の 合 計

が ３ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内

の も の  

（ １ １ ）  ボ ー リ ン グ 場 、 ス ケ ー

ト 場 、 水 泳 場 そ の 他 こ れ ら に 類

す る 運 動 施 設  

を 
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（ １ ２ ）  ホ テ ル 又 は 旅 館  

（ １ ３ ）  巡 査 派 出 所 、 公 衆 電 話

所 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 公 益 上

必 要 な 建 築 物  

（ １ ４ ）  令 第 １ ３ ０ 条 の ６ に 掲

げ る 工 場  

（ １ ５ ）  前 各 号 の 建 築 物 に 付 属

す る も の  

次 に 掲 げ る 建 築 物 以 外 の も の  

（ １ ）  住 宅  

（ ２ ）  共 同 住 宅  

（ ３ ）  寄 宿 舍 （ 老 人 福 祉 法 第 ５

条 の ２ 第 ６ 項 に 規 定 す る 認 知 症

対 応 型 老 人 共 同 生 活 援 助 事 業 若

し く は 障 害 者 総 合 支 援 法 第 ５ 条

第 １ ８ 項 に 規 定 す る 共 同 生 活 援

助 の 用 に 供 す る も の 又 は 地 区 整

備 計 画 区 域 内 で 業 務 に 従 事 す る

者 の 居 住 の 用 に 供 す る も の に 限

る 。 ）  

（ ４ ）  集 会 所 又 は 公 民 館  

（ ５ ）  老 人 ホ ー ム 、 保 育 所 、 福

祉 ホ ー ム そ の 他 こ れ ら に 類 す る

も の  

（ ６ ）  診 療 所 又 は 病 院  

（ ７ ）  老 人 福 祉 セ ン タ ー 、 児 童

厚 生 施 設 そ の 他 こ れ ら に 類 す る

も の  

（ ８ ）  店 舗 、 飲 食 店 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る 用 途 に 供 す る も の で

そ の 用 途 に 供 す る 部 分 の 床 面 積

の 合 計 が １ ， ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト

ル 以 内 の も の  

（ ９ ）  事 務 所 そ の 他 こ れ に 類 す

る 用 途 に 供 す る も の で そ の 用 途

に 供 す る 部 分 の 床 面 積 の 合 計 が

１ ， ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の

も の  

（ １ ０ ）  巡 査 派 出 所 、 公 衆 電 話

所 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 公 益 上

必 要 な 建 築 物  

（ １ １ ）  令 第 １ ３ ０ 条 の ６ に 掲

げ る 工 場  

（ １ ２ ）  前 各 号 の 建 築 物 に 付 属

す る も の  

次 に 掲 げ る 建 築 物 以 外 の も の  

（ １ ）  病 院  

（ ２ ）  共 同 住 宅 又 は 寄 宿 舎 で 地

区 内 に あ る 病 院 の 業 務 に 従 事 す

る 者 の 居 住 の 用 に 供 す る も の  

（ ３ ）  前 ２ 号 の 建 築 物 に 付 属 す

る も の  

 

（ １ ）  住 宅  

（ ２ ）  住 宅 で 事 務 所 、 店 舗 そ の

他 こ れ ら に 類 す る 用 途 を 兼 ね る

も の  

」 

「 
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（ ３ ）  下 宿  

（ ４ ）  店 舗 、 飲 食 店 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る 用 途 に 供 す る も の （

薬 局 の 用 途 に 供 す る も の で そ の

用 途 に 供 す る 部 分 の 床 面 積 の 合

計 が ３ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の

も の を 除 く 。 ）  

（ ５ ）  神 社 、 寺 院 、 教 会 そ の 他

こ れ ら に 類 す る も の  

（ ６ ）  ホ テ ル 又 は 旅 館  

（ ７ ）  公 衆 浴 場  

（ ８ ）  事 務 所 そ の 他 こ れ に 類 す

る 用 途 に 供 す る も の で そ の 用 途

に 供 す る 部 分 の 床 面 積 の 合 計 が

１ ， ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル を 超 え

る も の  

（ ９ ）  自 動 車 教 習 所  

（ １ ０ ）  畜 舎  

（ １ １ ）  ボ ー リ ン グ 場 、 ス ケ ー

ト 場 、 水 泳 場 そ の 他 こ れ ら に 類

す る 運 動 施 設  

（ １ ２ ）  工 場  

（ １ ３ ）  自 動 車 修 理 工 場  

（ １ ４ ）  自 動 車 車 庫  

（ １ ５ ）  倉 庫  

（ １ ６ ）  税 務 署 、 警 察 署 、 保 健

所 、 消 防 署 そ の 他 こ れ ら に 類 す

る も の  

（ １ ７ ）  危 険 物 の 貯 蔵 又 は 処 理

に 供 す る も の  

（ １ ）  住 宅  

（ ２ ）  住 宅 で 事 務 所 、 店 舗 そ の

他 こ れ ら に 類 す る 用 途 を 兼 ね る

も の  

（ ３ ）  共 同 住 宅 （ １ 階 部 分 を 事

務 所 、 店 舗 そ の 他 こ れ ら に 類 す

る 用 途 に 供 す る も の を 除 く 。 ）  

（ ４ ）  下 宿  

（ ５ ）  神 社 、 寺 院 、 教 会 そ の 他

こ れ ら に 類 す る も の  

（ ６ ）  自 動 車 教 習 所  

（ ７ ）  畜 舎  

（ ８ ）  令 第 １ ３ ０ 条 の ６ に 掲 げ

る 工 場 以 外 の 工 場  

（ ９ ）  自 動 車 修 理 工 場  

（ １ ０ ）  自 動 車 車 庫  

（ １ １ ）  倉 庫  

（ １ ２ ）  税 務 署 、 警 察 署 、 保 健

所 、 消 防 署 そ の 他 こ れ ら に 類 す

る も の  

（ １ ３ ）  危 険 物 の 貯 蔵 又 は 処 理

に 供 す る も の  

（ １ ）  住 宅 で 事 務 所 、 店 舗 そ の

他 こ れ ら に 類 す る 用 途 を 兼 ね る

も の  

（ ２ ）  下 宿  

（ ３ ）  学 校 、 図 書 館 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る も の （ 集 会 所 及 び 公  
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 民 館 を 除 く 。 ）  

（ ４ ）  店 舗 、 飲 食 店 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る 用 途 に 供 す る も の で

そ の 用 途 に 供 す る 部 分 の 床 面 積

の 合 計 が １ ， ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト

ル を 超 え る も の  

（ ５ ）  事 務 所 そ の 他 こ れ に 類 す

る 用 途 に 供 す る も の で そ の 用 途

に 供 す る 部 分 の 床 面 積 の 合 計 が

１ ， ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル を 超 え

る も の  

（ ６ ）  神 社 、 寺 院 、 教 会 そ の 他

こ れ ら に 類 す る も の  

（ ７ ）  ホ テ ル 又 は 旅 館  

（ ８ ）  公 衆 浴 場  

（ ９ ）  自 動 車 教 習 所  

（ １ ０ ）  畜 舎  

（ １ １ ）  ボ ー リ ン グ 場 、 ス ケ ー

ト 場 、 水 泳 場 そ の 他 こ れ ら に 類

す る 運 動 施 設  

（ １ ２ ）  マ ー ジ ャ ン 屋 、 ぱ ち ん

こ 屋 、 射 的 場 、 勝 馬 投 票 券 発 売

所 、 場 外 車 券 売 場 そ の 他 こ れ ら

に 類 す る も の  

（ １ ３ ）  カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス そ の

他 こ れ に 類 す る も の  

（ １ ４ ）  令 第 １ ３ ０ 条 の ６ に 掲

げ る 工 場 以 外 の 工 場  

（ １ ５ ）  自 動 車 修 理 工 場  

（ １ ６ ）  自 動 車 車 庫  

（ １ ７ ）  倉 庫  

（ １ ８ ）  税 務 署 、 警 察 署 、 保 健

所 、 消 防 署 そ の 他 こ れ ら に 類 す

る も の  

（ １ ９ ）  危 険 物 の 貯 蔵 又 は 処 理

に 供 す る も の  

（ １ ）  住 宅  

（ ２ ）  住 宅 で 事 務 所 、 店 舗 そ の

他 こ れ ら に 類 す る 用 途 を 兼 ね る

も の  

（ ３ ）  下 宿  

（ ４ ）  学 校 、 図 書 館 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る も の  

（ ５ ）  店 舗 、 飲 食 店 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る 用 途 に 供 す る も の  

（ ６ ）  事 務 所 そ の 他 こ れ に 類 す

る 用 途 に 供 す る も の  

（ ７ ）  神 社 、 寺 院 、 教 会 そ の 他

こ れ ら に 類 す る も の  

（ ８ ）  ホ テ ル 又 は 旅 館  

（ ９ ）  公 衆 浴 場  

（ １ ０ ）  老 人 ホ ー ム 、 保 育 所 、

福 祉 ホ ー ム そ の 他 こ れ ら に 類 す

る も の  

（ １ １ ）  診 療 所  

（ １ ２ ）  老 人 福 祉 セ ン タ ー 、 児

童 厚 生 施 設 そ の 他 こ れ ら に 類 す

る も の  

に、 
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（ １ ３ ）  自 動 車 教 習 所  

（ １ ４ ）  畜 舎  

（ １ ５ ）  ボ ー リ ン グ 場 、 ス ケ ー

ト 場 、 水 泳 場 そ の 他 こ れ ら に 類

す る 運 動 施 設  

（ １ ６ ）  工 場  

（ １ ７ ）  自 動 車 修 理 工 場  

（ １ ８ ）  自 動 車 車 庫  

（ １ ９ ）  倉 庫  

（ ２ ０ ）  巡 査 派 出 所 、 公 衆 電 話

所 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 公 益 上

必 要 な 建 築 物  

（ ２ １ ）  税 務 署 、 警 察 署 、 保 健

所 、 消 防 署 そ の 他 こ れ ら に 類 す

る も の  

（ ２ ２ ）  危 険 物 の 貯 蔵 又 は 処 理

に 供 す る も の  

         

次 に 掲 げ る 建 築 物 以 外 の も の  

（ １ ）  研 究 所 又 は 工 場 （ い ず れ

も 重 点 的 に 企 業 立 地 を 促 進 す る

必 要 が あ る 業 種 と し て 市 長 が 別

に 定 め る 業 種 に 属 す る 事 業 の た

め の 施 設 に 限 る 。 ）  

（ ２ ）  倉 庫 業 を 営 む 倉 庫 （ 物 資

の 流 通 の 効 率 化 に 関 す る 法 律 第

６ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 認 定 を

受 け た 同 項 の 総 合 効 率 化 計 画 に

記 載 さ れ た 同 法 第 ４ 条 第 ３ 号 に

規 定 す る 特 定 流 通 業 務 施 設 に 限

る 。 ）  

（ ３ ）  寄 宿 舎 （ 新 産 業 Ａ 地 区 内

又 は 新 産 業 Ｂ 地 区 内 で 業 務 に 従

事 す る 者 の 居 住 の 用 に 供 す る も

の に 限 る 。 ）  

（ ４ ）  巡 査 派 出 所 、 公 衆 電 話 所

そ の 他 こ れ ら に 類 す る 公 益 上 必

要 な 建 築 物  

（ ５ ）  前 各 号 の 建 築 物 に 付 属 す

る も の  

（ ６ ）  前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ

か 、 新 産 業 Ａ 地 区 及 び 新 産 業 Ｂ

地 区 の 土 地 の 利 用 状 況 等 に 照 ら

し 、 支 障 が な い と 市 長 が 認 め る

研 究 所 、 工 場 、 倉 庫 業 を 営 む 倉

庫 そ の 他 こ れ ら に 類 す る も の  

    外 壁 等 の

面 か ら 外

壁 等 の 後

退 距 離 が

定 め ら れ

て い る 道

路 境 界 線

ま で の 距

離  

外 壁 等 の

面 か ら 外

壁 等 の 後

退 距 離 が

定 め ら れ

て い る 隣

地 境 界 線

ま で の 距

離  

                                  

（ １ ）  住 宅  

（ ２ ）  住 宅 で 事 務 所 、 店 舗 そ の

他 こ れ ら に 類 す る 用 途 を 兼 ね る

も の  

（ ３ ）  共 同 住 宅 又 は 下 宿  

（ ４ ）  店 舗 、 飲 食 店 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る 用 途 に 供 す る も の  

（ ５ ）  事 務 所 そ の 他 こ れ に 類 す

る 用 途 に 供 す る も の  

    外 壁 等 の

面 か ら 市

道 曽 根 ２

２ ３ 号 線

の 道 路 境

界 線 ま で

の 距 離  

外 壁 等 の

面 か ら 医  

を 

「 

」 

」 

「 
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（ ６ ）  図 書 館 そ の 他 こ れ に 類 す

る も の  

（ ７ ）  神 社 、 寺 院 、 教 会 そ の 他

こ れ ら に 類 す る も の  

（ ８ ）  老 人 ホ ー ム 、 保 育 所 、 福

祉 ホ ー ム そ の 他 こ れ ら に 類 す る

も の  

（ ９ ）  公 衆 浴 場  

（ １ ０ ）  診 療 所  

（ １ １ ）  老 人 福 祉 セ ン タ ー 、 児

童 厚 生 施 設 そ の 他 こ れ ら に 類 す

る も の  

（ １ ２ ）  自 動 車 教 習 所  

（ １ ３ ）  畜 舎  

（ １ ４ ）  ボ ー リ ン グ 場 、 ス ケ ー

ト 場 、 水 泳 場 そ の 他 こ れ ら に 類

す る 運 動 施 設  

（ １ ５ ）  マ ー ジ ャ ン 屋 、 ぱ ち ん

こ 屋 、 射 的 場 、 勝 馬 投 票 券 発 売

所 、 場 外 車 券 売 場 そ の 他 こ れ ら

に 類 す る も の  

（ １ ６ ）  カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス そ の

他 こ れ に 類 す る も の  

（ １ ７ ）  自 動 車 車 庫  

（ １ ８ ）  税 務 署 、 警 察 署 、 保 健

所 、 消 防 署 そ の 他 こ れ ら に 類 す

る も の  

（ １ ９ ）  危 険 物 の 貯 蔵 又 は 処 理

に 供 す る も の  

（ ２ ０ ）  産 業 廃 棄 物 処 理 施 設  

    療 ・ 生 活

Ａ 地 区 の

区 域 境 界

線 又 は 医

療 ・ 生 活

Ｃ 地 区 の

区 域 境 界

線 ま で の

距 離  

                  

新

産

業

Ｂ

地

区  

次 に 掲 げ る 建 築 物 以 外 の も の  

（ １ ）  研 究 所 又 は 工 場 （ い ず れ

も 重 点 的 に 企 業 立 地 を 促 進 す る

必 要 が あ る 業 種 と し て 市 長 が 別

に 定 め る 業 種 に 属 す る 事 業 の た

め の 施 設 に 限 る 。 ）  

（ ２ ）  倉 庫 業 を 営 む 倉 庫 （ 物 資

の 流 通 の 効 率 化 に 関 す る 法 律 第

６ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 認 定 を

受 け た 同 項 の 総 合 効 率 化 計 画 に

記 載 さ れ た 同 法 第 ４ 条 第 ３ 号 に

規 定 す る 特 定 流 通 業 務 施 設 に 限

る 。 ）  

（ ３ ）  寄 宿 舎 （ 研 究 所 、 工 場 又

は 倉 庫 業 を 営 む 事 業 所 の 従 業 員

の 居 住 の 用 に 供 す る も の に 限 る

。 ）  

（ ４ ）  巡 査 派 出 所 、 公 衆 電 話 所

そ の 他 こ れ ら に 類 す る 公 益 上 必

要 な 建 築 物  

（ ５ ）  前 各 号 の 建 築 物 に 付 属 す

る も の  

（ ６ ）  前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ

か 、 新 産 業 Ａ 地 区 及 び 新 産 業 Ｂ

地 区 の 土 地 の 利 用 状 況 等 に 照 ら

し 、 支 障 が な い と 市 長 が 認 め る  

    外 壁 等 の

面 か ら 外

壁 等 の 後

退 距 離 が

定 め ら れ

て い る 隣

地 境 界 線

ま で の 距

離  

２ ０

メ ー

ト ル  

（ １ ）  工 場

等 に 付 属 す

る 守 衛 室 等

で 管 理 又 は

保 安 の た め

の 用 途 に 供

す る 施 設  

（ ２ ）  自 転

車 駐 車 場  

   

を 

」 

「 

に、 
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  研 究 所 、 工 場 、 倉 庫 業 を 営 む 倉

庫 そ の 他 こ れ ら に 類 す る も の  

          

                            

新

産

業

Ｂ

地

区  

（ １ ）  住 宅  

（ ２ ）  住 宅 で 事 務 所 、 店 舗 そ の

他 こ れ ら に 類 す る 用 途 を 兼 ね る

も の  

（ ３ ）  共 同 住 宅 又 は 下 宿  

（ ４ ）  店 舗 、 飲 食 店 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る 用 途 に 供 す る も の  

（ ５ ）  事 務 所 そ の 他 こ れ に 類 す

る 用 途 に 供 す る も の  

（ ６ ）  図 書 館 そ の 他 こ れ に 類 す

る も の  

（ ７ ）  神 社 、 寺 院 、 教 会 そ の 他

こ れ ら に 類 す る も の  

（ ８ ）  老 人 ホ ー ム 、 保 育 所 、 福

祉 ホ ー ム そ の 他 こ れ ら に 類 す る

も の  

（ ９ ）  公 衆 浴 場  

（ １ ０ ）  診 療 所  

（ １ １ ）  老 人 福 祉 セ ン タ ー 、 児

童 厚 生 施 設 そ の 他 こ れ ら に 類 す

る も の  

（ １ ２ ）  自 動 車 教 習 所  

（ １ ３ ）  畜 舎  

（ １ ４ ）  ボ ー リ ン グ 場 、 ス ケ ー

ト 場 、 水 泳 場 そ の 他 こ れ ら に 類

す る 運 動 施 設  

（ １ ５ ）  マ ー ジ ャ ン 屋 、 ぱ ち ん

こ 屋 、 射 的 場 、 勝 馬 投 票 券 発 売

所 、 場 外 車 券 売 場 そ の 他 こ れ ら

に 類 す る も の  

（ １ ６ ）  カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス そ の

他 こ れ に 類 す る も の  

（ １ ７ ）  自 動 車 車 庫  

（ １ ８ ）  税 務 署 、 警 察 署 、 保 健

所 、 消 防 署 そ の 他 こ れ ら に 類 す

る も の  

（ １ ９ ）  危 険 物 の 貯 蔵 又 は 処 理

に 供 す る も の  

（ ２ ０ ）  産 業 廃 棄 物 処 理 施 設  

    外 壁 等 の

面 か ら 医

療 ・ 生 活

Ｃ 地 区 の

区 域 境 界

線 ま で の

距 離  

２ ０

メ ー

ト ル  

（ １ ）  工 場

等 に 付 属 す

る 守 衛 室 等

で 管 理 又 は

保 安 の た め

の 用 途 に 供

す る 施 設  

（ ２ ）  自 転

車 駐 車 場  

   

新

産

業

Ｃ

地

区  

次 に 掲 げ る 建 築 物 （ 第 １ 号 か ら 第

４ 号 ま で に 掲 げ る 建 築 物 に あ っ て

は 、 物 資 の 流 通 の 効 率 化 に 関 す る

法 律 第 ４ 条 第 １ 号 に 規 定 す る 流 通

業 務 の 用 に 供 す る も の に 限 る 。 ）

以 外 の も の  

（ １ ）  工 場  

（ ２ ）  倉 庫  

（ ３ ）  事 務 所  

（ ４ ）  自 動 車 車 庫  

（ ５ ）  前 各 号 の 建 築 物 に 付 属 す

る も の  

１ ０

分 の

２ ０  

 １ ０

分 の

６  

５ ０

０ 平

方 メ

ー ト

ル  

外 壁 等 の

面 か ら 医

療 ・ 生 活

Ａ 地 区 の

区 域 境 界

線 又 は 医

療 ・ 生 活

Ｂ 地 区 の

区 域 境 界

線 ま で の

距 離  

２ ０

メ ー

ト ル  

（ １ ）  工 場

等 に 付 属 す

る 守 衛 室 等

で 管 理 又 は

保 安 の た め

の 用 途 に 供

す る 施 設  

（ ２ ）  自 転

車 駐 車 場  

３ ６

メ ー

ト ル  

  

 

改め、同表の舞ケ丘地区地区整備計画区域の産業施設Ａ地区の項中「外壁等の 

」 

「 

」 

に 
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後退距離が定められている道路境界線又は隣地境界線」を「市道横代７１号線

の道路境界線（後退距離が定められている部分に限る。）又は北九州市立舞ケ

丘６号公園の境界である隣地境界線（後退距離が定められている部分に限る。

）」に改め、同表の舞ケ丘地区地区整備計画区域の産業施設Ｂ地区の項中 

 

次 に 掲 げ る 建 築 物 以 外 の も の  

（ １ ）  工 場 （ 法 別 表 第 ２ （ る ）

項 第 １ 号 に 掲 げ る 工 場 、 同 項 第

２ 号 に 掲 げ る 危 険 物 の 貯 蔵 又 は

処 理 に 供 す る も の で 令 第 １ ３ ０

条 の ９ で 定 め る も の 及 び 産 業 廃

棄 物 処 理 施 設 を 除 く 。 ）  

（ ２ ）  研 究 所 の 用 に 供 す る 事 務

所  

（ ３ ）  倉 庫 業 を 営 む 倉 庫 、 貨 物

利 用 運 送 事 業 の 用 に 供 す る 倉 庫

若 し く は 一 般 貨 物 自 動 車 運 送 事

業 の 用 に 供 す る 倉 庫 又 は こ れ ら

に 付 属 す る 事 務 所 若 し く は 自 動

車 車 庫  

（ ４ ）  前 ３ 号 の 建 築 物 に 付 属 す

る も の  

１ ０

分 の

２ ０  

 １ ０

分 の

６  

             

（ １ ）  住 宅  

（ ２ ）  共 同 住 宅 、 寄 宿 舎 又 は 下

宿  

（ ３ ）  住 宅 で 事 務 所 、 店 舗 そ の

他 こ れ ら に 類 す る 用 途 を 兼 ね る

も の  

（ ４ ）  店 舗 、 飲 食 店 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る 用 途 に 供 す る も の  

（ ５ ）  学 校 、 図 書 館 そ の 他 こ れ

ら に 類 す る も の  

（ ６ ）  神 社 、 寺 院 、 教 会 そ の 他

こ れ ら に 類 す る も の  

（ ７ ）  老 人 ホ ー ム 、 保 育 所 、 福

祉 ホ ー ム そ の 他 こ れ ら に 類 す る

も の  

（ ８ ）  公 衆 浴 場  

（ ９ ）  診 療 所  

（ １ ０ ）  税 務 署 、 警 察 署 、 保 健

所 、 消 防 署 そ の 他 こ れ ら に 類 す

る も の  

（ １ １ ）  病 院  

（ １ ２ ）  老 人 福 祉 セ ン タ ー 、 児

童 厚 生 施 設 そ の 他 こ れ ら に 類 す

る も の  

（ １ ３ ）  自 動 車 車 庫  

（ １ ４ ）  ボ ー リ ン グ 場 、 ス ケ ー

ト 場 、 水 泳 場 そ の 他 こ れ ら に 類

す る 運 動 施 設  

（ １ ５ ）  ホ テ ル 又 は 旅 館  

（ １ ６ ）  自 動 車 教 習 所  

（ １ ７ ）  畜 舎  

   

を 

「 

」 

「 

に 
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（ １ ８ ）  マ ー ジ ャ ン 屋 、 ぱ ち ん

こ 屋 、 射 的 場 、 勝 馬 投 票 券 発 売

所 、 場 外 車 券 売 場 そ の 他 こ れ ら

に 類 す る も の  

（ １ ９ ）  カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス そ の

他 こ れ に 類 す る も の  

（ ２ ０ ）  劇 場 、 映 画 館 、 演 芸 場

若 し く は 観 覧 場 又 は ナ イ ト ク ラ

ブ そ の 他 こ れ に 類 す る も の  

（ ２ １ ）  キ ャ バ レ ー 、 料 理 店 そ

の 他 こ れ ら に 類 す る も の  

（ ２ ２ ）  産 業 廃 棄 物 処 理 施 設  

   

             

改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の

例による。 

」 

20



北九州市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。 
  令和８年１０月１６日 

北九州市長 武 内 和 久   
北九州市条例第３２号 

北九州市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

北九州市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年北九州市条例第３０号）

の一部を次のように改正する。 

 第１６条中「３１万５，０００円」を「３３万円」に改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第１６条の規定は、令和８年４月１日（以下「適用日」という。

）以後に支給すべき事由が生じた葬祭補償について適用し、適用日前に支給

すべき事由が生じた葬祭補償については、なお従前の例による。 
 （内払） 
３ 適用日以後に支給すべき事由が生じた葬祭補償であって、改正前の第１６

条の規定により支給されたもの又は北九州市消防団員等公務災害補償条例付

則第３７項の規定により支給されたもの（その額が６６万円未満であるもの

に限る。）の支払は、改正後の第１６条の規定による葬祭補償の内払とみな

す。 
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北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。 

  令和８年１０月１６日 

                    北九州市長 武 内 和 久   

北九州市規則第５０号 

   北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例施行規則の一 

   部を改正する規則 

 北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例施行規則（昭和４７年北

九州市規則第３４号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中  
「  

家畜診療所  午前８時３０分から

午後５時まで  
（１） 日曜日及び

土曜日  
（２） 休日  
（３） １２月２９

日から翌年の１月

３日までの日  

農家年長者創作活動

施設  
午前９時から午後５

時まで  
１２月２８日から翌

年の１月４日までの

日  

                                 」  
「  

家畜診療所  午前８時３０分から

午後５時まで  
（１） 日曜日及び

土曜日  
（２） 休日  
（３） １２月２９

日から翌年の１月

３日までの日  

                                 」  
改める。  

付 則  
この規則は、公布の日から施行する。  

を  

に  
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北九州市告示第３８９号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第２１条第

２項において準用する法第１９条第１項の規定により北九州広域都市計画を変

更したので、法第２１条第２項において準用する法第２０条第１項の規定によ

り次のとおり告示し、同条第２項の規定により法第１４条第１項に規定する図

書を公衆の縦覧に供する。 

  令和８年１０月１６日 

                    北九州市長 武 内 和 久 

１ 都市計画の種類 

  地区計画 

２ 都市計画の名称及び区域 

名称 区域 

曽根地区地区計画 北九州市小倉南区下曽根二丁目、曽根北

町、大字曽根及び沼南町三丁目地内 

３ 縦覧場所 

北九州市小倉北区城内１番１号 

  北九州市都市戦略局計画部都市計画課 

 

条 例  
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北九州市告示第３９０号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第２１条第

２項において準用する法第１９条第１項の規定により北九州広域都市計画を変

更したので、法第２１条第２項において準用する法第２０条第１項の規定によ

り次のとおり告示し、同条第２項の規定により法第１４条第１項に規定する図

書を公衆の縦覧に供する。 

  令和８年１０月１６日 

                    北九州市長 武 内 和 久 

１ 都市計画の種類 

  地区計画 

２ 都市計画の名称及び区域 

名称 区域 

舞ケ丘地区地区計画 北九州市小倉南区舞ケ丘一丁目、舞ケ丘

二丁目、舞ケ丘三丁目、舞ケ丘四丁目、

舞ケ丘五丁目、舞ケ丘六丁目及び大字横

代地内 
３ 縦覧場所 

北九州市小倉北区城内１番１号 

  北九州市都市戦略局計画部都市計画課 

 

条 例  
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北九州市告示第３９１号  
北九州市自転車の放置の防止に関する条例（平成元年北九州市条例第８号）

第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により放置自転車を移動し、保管し

たので、同条例第１３条第１項の規定により次のとおり告示する。  
 令和８年１０月１６日  

北九州市長 武 内 和 久   
１ 移動し、保管した自転車が放置されていた場所、移動し、保管した自転車

の台数、移動し、保管した年月日並びに保管及び返還を行う場所  
  別表のとおり  
２ 返還事務を行う時間  
  月曜日から金曜日まで 午後３時から午後７時まで  
  土曜日 午後１時から午後５時まで  
  ただし、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日及び令和８年１２月２９日から令和９年１月３日までの日は、返還事

務を行わない。  
３ 問合せ先  
  北九州市小倉北区城内１番１号  
  北九州市都市整備局道路部道路維持課（電話 ０９３－５８２－２２７４） 
４ 返還を受けるために必要な事項  
  自転車の返還を受けようとする者は、自己の住所及び氏名並びに当該自転

車の利用者等であることを証明するものを提示しなければならない。  
５ その他  
  この告示に係る自転車について、この告示の日から起算して３月を経過し

ても利用者等が当該自転車を引き取らない場合は、北九州市において処分す

る。  
別表  

移動し、保管した自転車  
が放置されていた場所  

移動し、

保管した

自転車の

台数  

移動し、保  
管した年月  
日  

保管及び返還を行う  
場所  

門司区自転車放置禁止区

域外  
４台  
 

令和８年９  
月１５日  

北九州市小倉北区青  
葉二丁目１番 

青葉自転車保管所  
 

ＪＲ小倉駅周辺地区自転 

車放置禁止区域 

１２台  令和８年９  
月３日  
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４台  令和８年９  
月１５日  

 
 
 
 

ＪＲ西小倉駅周辺地区自 

転車放置禁止区域  
１台  令和８年９  

月２８日  
ＪＲ南小倉駅周辺地区自 

転車放置禁止区域  
３台  令和８年９  

月９日  
北九州市小倉南区下  
城野一丁目１番  
下城野自転車保管所  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小倉北区自転車放置禁止  
区域外  
 
 
 
 
 
 

１台 令和８年９ 

月１日 

３台 令和８年９ 

月４日 

１台 

 

令和８年９ 

月７日 

２台 

 

令和８年９ 

月１５日 

２台 

あ 

令和８年９ 

月１７日 

２台 

 

令和８年９ 

月２８日 

２台 令和８年９ 

月２９日 

ＪＲ下曽根駅周辺地区自 

転車放置禁止区域 

５台 

 

令和８年９ 

月２８日 

小倉南区自転車放置禁止  
区域外  
 
 

２台 令和８年９ 

月７日 

５台 令和８年９ 

月８日 

２台 

 

令和８年９ 

月１０日 

１台 

 

令和８年９ 

月１４日 

２台 

 

令和８年９

月１５日 

５台 令和８年９

月１８日 
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４台  
 

令和８年９  
月２４日  

若松区自転車放置禁止区

域外  
１台  
 

令和８年９  
月３日  

北九州市戸畑区三六  
町１３番  
三六自転車保管所  １台  

 
令和８年９  
月１６日  

ＪＲ黒崎駅周辺地区自転

車放置禁止区域  
３台  
 

令和８年９  
月８日  
 

北九州市八幡西区大  
字藤田２３１９番６  
藤田自転車保管所  

ＪＲ折尾駅周辺地区自転  
車放置禁止区域  
 

１台  
 
 

令和８年９  
月１７日  

北九州市八幡西区長  
崎町２番  
長崎町自転車保管所  

八幡西区自転車放置禁止  
区域外  
 

３台  令和８年９  
月７日  

北九州市八幡西区大  
字藤田２３１９番６  
藤田自転車保管所  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３台  令和８年９  
月１０日  

２台  令和８年９  
月１１日  

１台  
 

令和８年９  
月１４日  

３台  
 

令和８年９  
月１６日  

２台  
 

令和８年９  
月１８日  

３台  
 

令和８年９  
月２４日  

ＪＲ九州工大前駅周辺地  
区自転車放置禁止区域  
 
 
 

９台  
 

令和８年９  
月４日  

北九州市戸畑区三六  
町１３番  
三六自転車保管所  
 
 
 
 
 

１０台  
 

令和８年９  
月１６日  

１４台  
 

令和８年９  
月２８日  

ＪＲ戸畑駅周辺地区自転  
車放置禁止区域  

４台  
 

令和８年９  
月１０日  
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戸畑区自転車放置禁止区  
域外  

１台  令和８年９  
月１０日  
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北九州市公告第７４１号 
 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第２条

第２項に規定する特定空家等であると認められる次の建築物について、その所

有者又は管理者（以下「所有者等」という。）を確知できないため、同法第２

２条第１０項の規定により、次のとおり公告する。 
  令和８年１０月１６日 

北九州市長 武 内 和 久 
１ 建築物の所在地 
  北九州市八幡東区上本町一丁目９番３号 
２ 建築物の家屋番号等 

（１） 家屋番号 ２７６番１０ 
（２） 種  類 居宅 
（３） 構  造 木造セメント瓦・亜鉛メッキ鋼板葺２階建 
（４） 床 面 積 ９７ . ９６㎡（１階７８ . ６７㎡ ２階１９ . ２９㎡） 

３ 所有者等が行うべき措置の内容 
  当該特定空家等を全て除却すること。 
４ 措置の期限 
  令和８年１０月３０日 

期限までに措置が履行されないときは、措置を命ぜられるべき者の負担に

おいて、市長又はその命じた者若しくは委任した者（以下「市長等」という

。）が当該措置を行う。 
なお、所有者等が確知された場合は、当該措置に要した費用を徴収する。 

５ 動産の取扱い 
市長等が当該建築物の除却を行うときは、建築物の内部又はその敷地に残

置されている動産等を撤去及び処分する。 
動産等について権利を主張しようとする者は、措置の期限までに運び出し

、又はその物を指定して保管し、若しくは引き渡すよう、次項の問合せ先に

通知すること。 
６ 問合せ先 
  北九州市都市戦略局総務政策部空き家活用推進課 
  電 話：０９３－５８２－２７７７ 
  ＦＡＸ：０９３－５６１－７５２５ 
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北九州市公告第７４２号  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４４条の３第１項の規定により違法

放置等物件を除去し、同条第２項の規定により当該違法放置等物件を保管した

ので、同条第３項の規定により次のとおり公示する。 

  令和８年１０月１６日 

                    北九州市長 武 内 和 久   

１ 保管した違法放置等物件の名称又は種類、形状及び数量 

（１） 名称又は種類  

  普通自動二輪車 

（２） 形状  

   車名 ヤマハ・マジェスティ 

   車体の色 銀 

   車両番号 なし 

   車台番号 ＳＧ０３Ｊ－０４６３６０ 

（３） 数量 

   １台 

２ 保管した当該違法放置等物件が放置されていた場所 

  北九州市小倉北区竪町一丁目５番５号 市道竪町８号線路上 

３ 保管した当該違法放置等物件を除去した日時 

  令和８年９月１０日午前９時３６分 

４ 当該違法放置等物件の保管を始めた日時 

  令和８年９月１０日午前９時５３分 

５ 当該違法放置等物件の保管の場所 

  北九州市小倉北区東港一丁目２番４８ほか 

  東港ポンプ場東港資材置場 

６ 返還事務を行う場所及び期間 

 （１） 場所 

   北九州市小倉北区大手町１番１号 

   小倉北区役所まちづくり整備課 

 （２） 期間 

    この公示の日から令和９年３月９日まで（日曜日、土曜日及び国民の

祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日並びに

令和８年１２月２９日から令和９年１月３日までの日を除く。）の午前

９時から午後４時まで 

７ 問合せ先 
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  北九州市小倉北区大手町１番１号 

  小倉北区役所まちづくり整備課（電話０９３－５８２－３４７１） 
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北九州市公告第７４４号 

 一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例

を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達契約を締

結するので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平

成７年北九州市規則第７８号）第５条第１項の規定により次のとおり公告する

。 

  令和８年１０月１６日 

                    北九州市長 武 内 和 久 

１ 調達内容 

 （１） 特定役務の名称及び数量 

     北九州市本庁舎他１箇所電力供給 一式 

 （２） 履行の内容等 仕様書で定めるとおり 

 （３） 履行期間 令和９年１月１日から同年１２月３１日まで 

 （４） 履行場所 北九州市小倉北区城内１番１号 

          北九州市役所本庁舎 

北九州市小倉北区大手町１番１号 

北九州市小倉北区役所庁舎 

 （５） 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載

された金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（

当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるもの

とする 。） をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金

額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

  次の各号のいずれにも該当する者であること。 

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。 

 （２） 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審査等に関す

る規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業者名簿

（以下「有資格業者名簿」という 。） に記載されていること。 

 （３） 北九州市から指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４） 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条の２の規定により 

、小売電気事業の登録を受けている者であること。 

３ 競争入札参加資格審査の申請 

この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格業者名簿に記載
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されていないものは、北九州市技術監理局契約部契約制度課（電話０９３－

５８２－２５４５）に本入札に参加を希望する旨を伝えた上で、令和８年１

１月５日まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）に規定する休日（以下「日曜日等」という 。） を除く 。） に

競争入札参加資格審査申請を行わなければならない。 

４ 入札手続等 

 （１） 契約条項を示す場所及び期間 

  ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号 

       北九州市総務市民局総務部総務課 

  イ 期間 公告の日から令和８年１１月２４日まで（日曜日等を除く 。）

の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３

０分まで並びに同月２５日の午前９時から午前１１時まで 

 （２） 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所において無償で交

付する。 

 （３） 入札説明会の場所及び日時 実施しない。 

 （４） 競争参加の申出書の提出 

  ア 持参による場合 この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者は  

、令和８年１１月５日午後５時までに競争参加の申出書を北九州市総務

市民局総務部総務課に提出しなければならない。 

  イ 郵送による場合 第１号アの場所に書留郵便により、令和８年１１月

５日午後５時まで必着のこと。 

 （５） 郵送による場合の入札書の提出期限 第１号アの場所に書留郵便に

より、令和８年１１月２４日午後５時までに必着のこと。 

 （６） 入札及び開札の場所及び日時 

  ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号 

       北九州市役所本庁舎地下２階第２入札室 

  イ 日時 令和８年１１月２５日午前１１時 

５ その他 

 （１） 契約手続において使用する言語及び通貨 

  ア 言語 日本語 

  イ 通貨 日本国通貨 

 （２） 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、北九州市契約規

則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則」という 。） 第

５条第７項各号のいずれかに該当する場合は、免除する。 
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  イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、契約規則第２５

条第７項第１号又は第３号のいずれかに該当する場合は、免除する。 

 （３） 入札の無効 

   次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入札 

  イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札 

  ウ 契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札 

 （４） 落札者の決定方法 契約規則第１３条第１項の規定により定められ

た予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者を落札者

とする。 

 （５） 契約書作成の要否 要 

（６） 契約書作成に要する費用は、全て落札者の負担とする。 

 （７） この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を受けるもの

である。 

 （８） この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在

地等 

   北九州市総務市民局総務部総務課 

   〒８０３－８５０１ 北九州市小倉北区城内１番１号 

   電話 ０９３－５８２－２０１３ 

６ Summary  

 （１） The contract item up for tender: 

   Power supply to Kitakyushu City Hall and Kokurakita Ward Office.    

 （２） Deadline of Tender (by hand)  

   11:00a.m. Nov 25, 2026      

 （３） Deadline of Tender (by mail)  

   5:00p.m. Nov 24, 2026      

 （４） For further information, please contact:  

   General Affairs Division, General Affairs Department,    

   General and Civic Affairs Bureau, City of Kitakyushu     

   1-1 Jonai, Kokurakita-ku, Kitakyushu-city 803-8501 Japan TEL 093-582-2013 
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